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民 法 

次の文章を読んで，後記の〔設問〕に答えなさい。 

 

【事実】 

１．Ａは，自宅の一部を作業場として印刷業を営んでいたが，疾病により約３年間休

業を余儀なくされ，平成２７年１月１１日に死亡した。Ａには，自宅で同居してい

る妻Ｂ及び商社に勤務していて海外に赴任中の子Ｃがいた。Ａの財産に関しては，

遺贈により，Ａの印刷機械一式（以下「甲機械」という。）は，学生の頃にＡの作業

をよく手伝っていたＣが取得し，自宅及びその他の財産は，Ｂが取得することとなっ

た。 

２．その後，Ｂが甲機械の状況を確認したところ，休業中に数箇所の故障が発生して

いることが判明した。Ｂは，現在海外に赴任しているＣとしても甲機械を使用する

つもりはないだろうと考え，型落ち等による減価が生じないうちに処分をすること

にした。 

そこで，Ｂは，平成２７年５月２２日，近隣で印刷業を営む知人のＤに対し，甲

機械を５００万円で売却した（以下では，この売買契約を「本件売買契約」という。）。

この際，Ｂは，Ｄに対し，甲機械の故障箇所を示した上で，これを稼働させるため

には修理が必要であることを説明したほか，甲機械の所有者はＣであること，甲機

械の売却について，Ｃの許諾はまだ得ていないものの，確実に許諾を得られるはず

なので特に問題はないことを説明した。同日，本件売買契約に基づき，甲機械の引

渡しと代金全額の支払がされた。 

３．Ｄは，甲機械の引渡しを受けた後，３０万円をかけて甲機械を修理し，Ｄが営む

印刷工場内で甲機械を稼働させた。 

４．Ｃは，平成２７年８月に海外赴任を終えて帰国したが，同年９月２２日，Ｂの住

む実家に立ち寄った際に，甲機械がＢによって無断でＤに譲渡されていたことに気

が付いた。そこで，Ｃは，Ｄに対し，甲機械を直ちに返還するように求めた。 

Ｄは，甲機械を取得できる見込みはないと考え，同月３０日，Ｃに甲機械を返還

した上で，Ｂに対し，本件売買契約を解除すると伝えた。 

その後，Ｄは，甲機械に代替する機械設備として，Ｅから，甲機械の同等品で稼

働可能な中古の印刷機械一式（以下「乙機械」という。）を５４０万円で購入した。 

５．Ｄは，Ｂに対し，支払済みの代金５００万円について返還を請求するとともに，

甲機械に代えて乙機械を購入するために要した増加代金分の費用（４０万円）につ

いて支払を求めた。さらに，Ｄは，Ｂ及びＣに対し，甲機械の修理をしたことに関

し，修理による甲機械の価値増加分（５０万円）について支払を求めた。 

これに対し，Ｂは，本件売買契約の代金５００万円の返還義務があることは認め

るが，その余の請求は理由がないと主張し，Ｃは，Ｄの請求は理由がないと主張し

ている。さらに，Ｂ及びＣは，甲機械の使用期間に応じた使用料相当額（２５万円）

を支払うようＤに求めることができるはずであるとして，Ｄに対し，仮にＤの請求

が認められるとしても，Ｄの請求が認められる額からこの分を控除すべきであると

主張している。 

 

〔設問〕 

【事実】５におけるＤのＢに対する請求及びＤのＣに対する請求のそれぞれにつ

いて，その法的構成を明らかにした上で，それぞれの請求並びに【事実】５におけ

るＢ及びＣの主張が認められるかどうかを検討しなさい。 
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解答のポイント 

１ 本年度の民法は，具体的な事例において，当時者の請求の当否を，反論を踏まえて検討させる問題

であった。テーマは，他人物売買の解除に伴う原状回復から生じる法律関係であった。 

２ 増加費用分40万円については，561条後段では請求できないこと，その場合でも415条に基づき損害

賠償は可能であることについて論述する必要がある。561条と415条の関係について，知らなかった場

合でも561条後段については，最低限指摘したい所である。 

415条により損害賠償請求する場合は，債務不履行，帰責性，損害，因果関係の有無が問題となる。

損害については，Ｄは40万円を主張しているものの，甲機械は数箇所故障していたのに対し，乙機械

は稼動可能であることから，40万円全額につき損害を認めるのは難しいと思われる。 

甲機械の価値増加分50万円については，甲機械は故障しておりＤが修理のために支出した30万円は

必要である。そこで有益費償還請求（196条２項）ではなく，価値増加分が不当利得（703条）である

と構成する必要がある。甲機械は，ＤからＣに返還されており，利得はＣの下にあるので，Ｂへの請

求は認められず，Ｃへの請求について検討する必要がある。Ｃへの不当利得返還請求は要件を満たし，

認められるだろう。 

使用料相当額については，判例（最判昭51.2.13／百選Ⅱ[第７版]〔50〕）が参考になる。判例では，

原状回復の一内容であることから真の所有者ではなく，契約当事者へ返還すべきであるとした。この

判例に従えば，ＤはＢに，25万円を支払うべきであり，Ｂへの請求と相殺されることになる。なお，

真の所有者であるＣもＤに対し不当利得返還請求をなしえることから，Ｄが二重払いにならないよう

に，配慮する必要がある。 
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解答例  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ ＤのＢに対する請求 

１ 支払済みの売買代金５００万円の返還請求 

ＤはＢに対し，他人物である甲機械をＤに移転することができな

いことを理由に，本件売買契約を解除する（民法５６１条前段）。

この解除による原状回復義務（５４５条１項本文）の内容として，

Ｄは，Ｂに対し，支払済みの代金５００万円の返還を求めることが

できる。 

２ 増加費用分４０万円について 

⑴ 次に，乙機械を購入するために要した増加代金分の費用４０

万円について，５６１条後段に基づき，損害賠償請求をするこ

とが考えられる。しかし，買主が「契約の時においてその権利

が売主に属しないことを知っていたとき」は，同条項に基づく

損害賠償請求は認められない。 

本件では，売買契約の際，ＢはＤに甲機械の所有者はＣで

あること，甲機械の売却につきＣの承諾を得ていないことを

説明している。よって，Ｄは，甲機械がＢのものでないこと

を知っていたといえるから，５６１条後段に基づく請求は認

められない。 

⑵ もっとも，５６１条後段は債務不履行責任を制限する趣旨で

はないことから，４１５条の要件を充足するときには，損害賠

償請求が認められる。そして，本件では，ＢはＤに対し甲機械

を引き渡すことができないことから，履行不能である。 

また，「損害」とは，債務不履行がなければ債権者が得べか

りし利益と，債務不履行がなされたため債権者が置かれてい

る状態との差額をいう。本件では，Ｄは，債務が履行されれ

ば，売買代金５００万円と，甲機械の修理代金３０万円を合

わせて５３０万円で稼動可能な甲機械を得られたであろうと

いえる。他方，Ｄは，履行不能により，５４０万円で乙機械

を購入せざるを得なくなっており，その差額，すなわち，損

害は１０万円である。そして，この損害と履行不能の間には

因果関係がある。 

さらに，Ｂは，本件売買契約に先立ち，Ｃに対し甲機械の

処分をする意思があるかを確認する注意義務があったにもか

かわらず，軽率にも確実に許諾が得られるだろうと考え，こ

れを怠っている。よって，過失があり，「責に帰すべき事由」

があるといえる。 

⑶ よって，ＤのＢに対する請求は認められる。 

３ 修理による甲機械の価値増加分 

⑴ Ｄは，Ｂに対し，不当利得返還請求（７０３条）を根拠とし

て，修理による甲機械の価値増加分である５０万円を請求する

ことが考えられる。 

⑵ もっとも，甲機械はすでにＣに返還されており，Ｂには利得

が存在しない。したがって，Ｂに対する請求は否定される。 

４ ＢのＤに対する主張の当否 
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⑴ Ｂは，Ｄに対し，解除に基づく原状回復義務（５４５条１項）

の内容として，甲機械の使用料相当額である２５万円が，代金

返還債務及び損害賠償債務から控除されるべきことを主張す

る（５０５条１項）。 

⑵ では，Ｂの主張は認められるか。売買契約が解除された場合

に買主は，原状回復義務の内容として，目的物の使用利益返還

義務を負うが，他人物売買に基づく解除（５６１条）の場合も

同様に考えるべきか問題となる。 

これについては，５６１条による解除の場合も使用利益の

返還を肯定すべきである。なぜなら，解除の効果は契約を遡

及的に消滅させ，契約当事者に契約に基づく給付がなかった

のと同一の財産状態を回復させるところにあるところ，これ

は他人物売主が使用権限を有せず，真の所有者から返還請求

を受けうることを考慮しても異ならないからである。 

⑶ よって，ＤはＢに対し，使用料相当額である２５万円の返還

義務を負い，ＢはそれとＤに対する債務とを相殺を主張するこ

とができる。したがって，ＤはＢに対し，４８５万円の限度で

支払いを請求できる。 

第２ ＤのＣに対する請求 

１ 修理による甲機械の価値増加分 

⑴ ＤはＣに対し，不当利得返還請求（７０３）として，修理に

よる甲機械の価値増加分である５０万円を請求することが考

えられる。 

⑵ Ｃは価値増加分の利得を得ており，Ｄは修理代を支出してお

り損失がある。そして利得と損失の間には社会観念上の因果関

係が存在するが，価値の移転を基礎付ける法律関係は存在しな

い。 

よって，Ｃへの５０万円の不当利得返還請求は認められる。

２ ＣのＤに対する主張の当否 

⑴ ＣはＤに対し，甲機械の使用利益として，２５万円につき，

果実返還請求権（１９０条１項）を根拠に，上記５０万円の価

値増加分の返還債務から控除されるべきことを主張する。 

⑵ もっとも，上記のとおり，ＤはＢに対し，使用利益返還義務

を負うことから，Ｃの請求を認めることはＤに二重払いの負担

を負わせることになり妥当ではない。よって，Ｃの請求は認め

られない。 

⑶ このように解しても，Ｃは真の所有者として，Ｂに対し，使

用利益相当額である２５万円を不当利得（７０３条）として返

還請求できるのであり，不当ではない。 

３ 結論 

よって，ＤはＣに対し，５０万円を請求することができる。 

以 上
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論点リサーチ 統計結果 

 
 

  【民法】 論述した
ある程度 

論述した 

全く触れ

なかった 

Ｂへの請求 

（代金 500 万） 

他人物売買であるため 561 条が適用され，545 条１項

本文により原状回復請求として全額求めることができ

る旨指摘している 

65.8% 19.3% 13.2% 

Ｂへの請求 

（増加費用） 

増加費用 40 万分の請求の根拠として，561 条後段を

指摘している 
58.8% 13.2% 26.3% 

 

買主が悪意である場合には，561 条後段に基づく損害

賠償請求は認められないことを指摘している 
62.3% 13.2% 22.8% 

 

561 条後段が認められない場合でも，415 条に基づく

損害賠償請求が認められないかを検討している 
51.8% 10.5% 36.0% 

 

415 条の要件(過失，損害の内容及び因果関係）を検

討している 
35.1% 32.5% 29.8% 

Ｂへの請求 

（価値増加） 

修理による甲機械の価値増加分である 50 万円の請

求の根拠として 703 条(その他の条文でも可）を指摘し

ていること 

69.3% 19.3% 9.6% 

 

機械は所有者Ｃに返還されていること，Ｂに利得がな

いことから，機械の価値増加分の請求は認められない

ことを指摘している 

49.1% 15.8% 32.5% 

Ｂへの請求 

（Ｂの反論） 

他人物売買が解除された場合（561 条）でも買主の使

用利益（545 条１項）を返還する必要があるかという問

題を論じている 

25.4% 22.8% 49.1% 

 

結論として，使用利益の返還が必要であることを，判

例（最判昭 51.2.13）の理解を踏まえて論じている 
16.7% 22.8% 57.9% 

Ｃへの請求 

（価値増加） 

修理による機械の価値増加分 50 万の請求の法的根

拠として 703 条（その他の条文でも可）を挙げているこ

と 

67.5% 24.6% 6.1% 

 

不当利得返還請求の要件（その他の構成の場合は当

該構成の要件）を検討している 
61.4% 28.9% 7.9% 

Ｃへの請求 

（Ｃの反論） 

ＣのＤに対する使用利益の返還請求の根拠として 190

条１項（他の条文でも可）を指摘している 
41.2% 23.7% 31.6% 

 

ＢのＤに対する反論との整合性，二重払いの危険など

を踏まえて論じていること 
14.9% 28.1% 55.3% 

 

 

※「論点リサーチ」とは，論文式試験終了後にLECがWeb上にて受験生を対象に，各項目に

ついての論述の有無をリサーチしたものです。 

 

「ある程度論述した」とは，問題意識だけは示した場合，結論のみ記載した場合，本来

はもう少し論述したかったが時間やスペースの都合上やむなく短くまとめた場合，など

をいいます。 
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商 法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（〔設問１〕と〔設問２〕の配点の割合は，３：７） 

 

次の文章を読んで，後記の〔設問１〕及び〔設問２〕に答えなさい。 

 

１．甲株式会社（以下「甲社」という。）は，平成１８年９月に設立された株式会社であ

り，太陽光発電システムの販売・施工業を営んでいる。甲社の発行済株式の総数は１

０００株であり，そのうちＡが８００株，Ｂが２００株を有している。甲社は，設立

以来，ＡとＢを取締役とし，Ａを代表取締役としてきた。なお，甲社は，取締役会設

置会社ではない。 

２．Ａは，前妻と死別していたが，平成２０年末に，甲社の経理事務員であるＣと再婚

した。甲社は，ここ数年，乙株式会社（以下「乙社」という。）が新規に開発した太陽

光パネルを主たる取扱商品とすることで，その業績を大きく伸ばしていた。ところが，

平成２７年１２月２０日，Ａは，心筋梗塞の発作を起こし，意識不明のまま病院に救

急搬送され，そのまま入院することとなったが，甲社は，Ａの入院を取引先等に伏せ

ていた。 

３．平成２７年１２月２５日は，甲社が乙社から仕入れた太陽光パネルの代金２０００

万円の支払日であった。かねてより，Ａの指示に従って，手形を作成して取引先に交

付することもあったＣは，当該代金の支払のため，日頃から保管していた手形用紙及

び甲社の代表者印等を独断で用いて，手形金額欄に２０００万円，振出日欄に平成２

７年１２月２５日，満期欄に平成２８年４月２５日，受取人欄に乙社と記載するなど

必要な事項を記載し，振出人欄に「甲株式会社代表取締役Ａ」の記名捺印をして，約

束手形（以下「本件手形」という。）を作成し，集金に来た乙社の従業員に交付した。 

乙社は，平成２８年１月１５日，自社の原材料の仕入先である丙株式会社（以下「丙

社」という。）に，その代金支払のために本件手形を裏書して譲渡した。 

４．Ａは，意識を回復することのないまま，平成２８年１月１８日に死亡した。これに

より，Ｂが適法に甲社の代表権を有することとなったが，甲社の業績は，Ａの急死に

より，急速に悪化し始めた。 

Ｂは，Ｃと相談の上，丁株式会社（以下「丁社」という。）に甲社を吸収合併しても

らうことによって窮地を脱しようと考え，丁社と交渉したところ，平成２８年４月下

旬には，丁社を吸収合併存続会社，甲社を吸収合併消滅会社とし，合併対価を丁社株

式，効力発生日を同年６月１日とする吸収合併契約（以下「本件吸収合併契約」とい

う。）を締結するに至った。 

５．Ａには前妻との間に生まれたＤ及びＥの２人の子がおり，Ａの法定相続人は，Ｃ，

Ｄ及びＥの３人である。Ａが遺言をせずに急死したため，Ａの遺産分割協議は紛糾し

た。そして，平成２８年４月下旬頃には，Ｃ，Ｄ及びＥの３人は，何の合意にも達し

ないまま，互いに口もきかなくなっていた。 

６．Ｂは，本件吸収合併契約について，Ｃ，Ｄ及びＥの各人にそれぞれ詳しく説明し，

賛否の意向を打診したところ，Ｃからは直ちに賛成の意向を示してもらったが，Ｄと

Ｅからは賛成の意向を示してもらうことができなかった。 

７．甲社は，本件吸収合併契約の承認を得るために，平成２８年５月１５日に株主総会

（以下「本件株主総会」という。）を開催した。Ｂは，甲社の代表者として，本件株主

総会の招集通知をＢとＣのみに送付し，本件株主総会には，これを受領したＢとＣの

みが出席した。Ａ名義の株式について権利行使者の指定及び通知はされていなかった

が，Ｃは，議決権行使に関する甲社の同意を得て，Ａ名義の全株式につき賛成する旨
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商 法 
 
 
 
 

の議決権行使をした。甲社は，Ｂ及びＣの賛成の議決権行使により本件吸収合併契約

の承認決議が成立したものとして，丁社との吸収合併の手続を進めている。なお，甲

社の定款には，株主総会の定足数及び決議要件について，別段の定めはない。 

 

〔設問１〕 

丙社が本件手形の満期に適法な支払呈示をした場合に，甲社は，本件手形に係る手

形金支払請求を拒むことができるか。 

 

〔設問２〕 

このような吸収合併が行われることに不服があるＤが会社法に基づき採ることがで

きる手段について，吸収合併の効力発生の前と後に分けて論じなさい。なお，これを

論ずるに当たっては，本件株主総会の招集手続の瑕疵の有無についても，言及しなさ

い。 

 
解答のポイント 

１ 設問１について 

本問は，甲社が手形金支払請求を拒絶できるか否かを問うているため，端的に甲社が手形上の責任

を負うかを検討すればよい。手形上の責任は，手形行為を行うことによって生じるが，本件では，Ｃ

がＡの指示に基づかず，独断でこれを行っているため，甲社（厳密には，その機関である代表取締役）

の手形行為は存在せず，原則として，手形上の責任を負わないことになる。もっとも，かかる帰結は

手形の流通性を害するため，手形の受取人又は裏書による手形取得者の保護を図る必要がある。 

前提として，Ｃの手形行為は，無権代理か偽造のいずれであるかを確定する必要がある。両者のい

ずれであるかは，手形の記載上，行為者の名義が現れるかという形式的基準によって判断すべきであ

るとするのが判例である。本問では，代行者たるＣの名義は手形上現れていないため，本件手形行為

は，手形の「偽造」に当たることになろう。 

手形の偽造がなされた場合に，受取人及びその後の手形取得者を保護する明文の規定は存在しない

ため，その法律構成については学説上，諸説が存在する。判例は，表見代理規定の類推適用説によっ

ている。そのため，参考答案でも，表見代理構成で論述している。外観，帰責性，信頼という３点か

ら丁寧に規範定立，当てはめを行えばよいだろう。 

①表見代理規定の類推適用を肯定する場合，これにより保護されるのは，手形行為の直接の相手方

に限られること，②直接の相手方が表見代理規定の類推適用により保護される場合には，その後の取

得者の主観にかかわらず，振出人は手形上の責任を負うとするのが判例である。 

本問では，乙社・丙社の主観が問題文に明示されていないため，適宜場合分けをして，検討する必

要があろう。乙が善意，丙が悪意ならば丙が保護されること，乙が悪意，丙が善意であっても丙は保

護されないことを述べればよいだろう。 

２ 設問２について 

⑴ 効力発生前について 

合併の効力発生前にＤが採るべき手段としては，784条の２に基づく本件吸収合併の差止請求訴

訟，及び株主総会決議の取消訴訟を併合提起し，仮の地位を定める仮処分の申立て（民事保全法23

条２項）をすることが考えられる。 

かかる請求が認められるかについて，本問では，①訴訟要件として，Ｄに原告適格が認められる

か，②本案要件として，同条１号の「法令…違反」が存在するかの２点が問題となる。 

①については，Ｄの株式が，Ｃ，Ｅとの共有株式であるにもかかわらず，権利行使者の指定（106

条本文）がなされていないことから，Ｄは共有株式についての権利を行使することができない。そ

うすると，差止請求訴訟も，「株主」という地位に基づく株主権の行使である以上，Ｄは原告適格
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を有しないのではないかが問題となる。この点については，共同相続人間の権利行使者の指定を欠

いていたが，合併契約書の承認決議がなされた時点において，共同相続人の準共有に係る株式が双

方又は一方の会社の発行済株式総数の過半数を占めていた事情をもって特段の事情ありと判断し

た判例（最判平3.2.19）が参考になろう。 

②については，まず，株主総会の招集通知がＣにしかなされていないことが，299条１項違反と

いう「招集の手続」の法令違反（831条１項１号）に当たらないかが問題となる。権利行使者の指

定がなされていない本問では，126条４項により，Ｃに対してのみ招集通知を発すれば足りる。よっ

て，招集手続の瑕疵は認められないこととなろう。 

次に，Ｃが単独で議決権行使をした点について，権利行使者の指定がない以上，かかる議決権行

使は無効であり，承認決議には決議方法の法令違反という取消事由が存在する（831条１項１号）

ことにならないかが問題となる。承認決議の欠缺は，783条１項違反という，吸収合併の「法令…

違反」を構成するからである。 

この点については，甲社による同意（106条但書）の効果をどう解するかもかかわる。会社法106

条本文は，共有に属する株式の権利行使の方法についての民法の共有に関する規定に対する「特別

の定め」（民法264条ただし書）を設けたものであり，共有株式について会社法106条本文の規定に

基づく指定及び通知を欠いたまま権利が行使された場合において，その権利の行使が民法の共有に

関する規定に従ったものでないときは，会社が106条ただし書の同意をしても，権利行使は適法と

なるものではないとした判例（最判平27.2.19）が参考となろう。 

⑵ 効力発生後について 

Ｄの採るべき手段としては，吸収合併の無効の訴え（828条１項７号）が挙げられる。 

原告適格については，効力発生前と同様に考えればよいだろう。そのため，①合併無効の訴えと

合併承認決議取消訴訟との関係，②合併無効事由の有無の２点を論じればよいと思われる。 

①については，総会決議取消の訴えも含め，決議の瑕疵を攻撃する訴えが会社の組織に関する行

為の無効の訴えに吸収されるとの考え方（吸収説）と決議の瑕疵を攻撃する訴えが828条の訴えに

吸収されずに存続するとの考え方（併存説）のいずれが妥当かを自分なりに説得的な理由付けを付

して論ずべきである。 

②については，合併の法的安定を図る要請にも配慮し，重大な違法のみが合併無効事由となると

の理解のもと，総会決議の瑕疵が重大な違法を構成するかを説得的に論じればよいだろう。 
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解答例  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 設問１ 

１ 本件手形は，ＣがＡの指示に基づかずに，「甲株式会社代表

取締役Ａ」という他人名義を用いて作成したものであり，手

形上Ｃの名義が現れていないため，偽造手形に当たる。した

がって，甲社は手形上の責任を負わないのが原則である。 

２ もっとも，偽造については，第三者保護を図る明文の規定

が存在しないものの，偽造と無権代理は代理方式か機関方式

かという形式上の差異しかなく，手形の真正に対する相手方

の信頼を保護する必要がある点では何ら異ならない。そこで，

表見代理規定（１０９条）を類推適用し，①手形を偽造し得

る状況を本人が作出し，②相手方において，偽造手形である

ことにつき，善意・無過失である場合には，本人は手形上の

責任を負うものと解する。 

そして，そこで保護すべき信頼は手形行為の相手方のもの

であるから，同条により保護されるのは，手形行為の直接の

相手方に限られるものと解する。加えて，直接の相手方が同

条によって保護される場合には，その後の手形取得者の主観

にかかわらず，手形上の権利を承継取得するものと解する。

３ 本件では，①甲社の代表取締役であるＡは，日ごろから手

形用紙及び甲社の代表者印等を保管させており，手形を偽造

しうる状況を甲社が作出したといえる。 

４ よって，②乙社が手形の真正につき善意・無過失である場

合には，丙社の主観にかかわらず，甲社は手形上の責任を負

う。他方，乙社が悪意・有過失である場合には，丙社が善意・

無過失であっても，甲社は請求を拒絶することができる。 

第２ 設問２ 

１ 吸収合併の効力発生前について 

⑴ Ｄとしては，会社法７８４条の２に基づく本件吸収合併の

差止請求と，８３１条１項３号に基づく承認決議取消訴訟を，

併合提起し，仮の地位を定める仮処分の申立て（民保２３条

２項）をすることが考えられる。 

⑵ まず，Ｄが「株主」として，原告適格を有するか。本件Ａ

の株式は，同人の死亡により，Ｃ，Ｄ，Ｅの遺産共有状態に

ある（民法８９６条，８９８条）。そこで，権利行使者の指定

（１０６条本文）がなされていない本件では，Ｄは「株主」

といえないのではないかが問題となる。 

差止請求も株主権の行使である以上，１０６条による指定

を要するのが原則である。しかし，共有にかかる株式が発行

済株式総数の過半数を占めている等の特段の事情が存在する

場合には，例外的に原告適格が認められる。なぜなら，発行

済株式総数の過半数を占める場合には，それを認めないと定

足数に満たず，当該株主総会決議は成立し得ない状況にある

のに，株主の権利救済を認めないのは不当だからである。 

本件では，Ｃらが共有する株式は，８００と発行済株式総
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数の過半数を占めるため，上記特段の事情が存在する。よっ

て，Ｄは「株主」として，原告適格を有し，Ｄは単独で本件

請求をすることができる。 

⑶ 次に，本件承認決議が８３１条１項１号により取り消され，

本件吸収合併は承認決議を経ないものとして，「法令…に違

反する」（７８４条の２第１号）といえないか検討する。 

ア まず，招集通知がＣにのみなされている点については，権

利行使者の指定・通知がなされていない本件では，共有者の

一人に対して通知をなせば足りるため（１２６条４項），承認

決議の取消事由を構成しない。 

イ 次に，Ｃが単独で議決権を行使している点で，決議方法の

法令違反が存在しないか検討する。 

１０６条の定める権利行使者の指定は，一人の反対により

共有株式について権利行使ができなくなる等，会社の運営上

の支障のおそれを回避すべく，共有持分の過半数で決定すべ

きである（民法２５２条）。したがって，Ｃの持分は過半数に

満たない以上，単独で議決権を行使することはできない。 

もっとも，本件で甲社はＣの議決権行使について同意をし

ているため，１０６条但書によりＣの議決権行使は有効にな

るとも思える。しかし，これを認めると会社が自らに都合の

良い共有者に議決権行使を認める等，他の共有者の意向がな

いがしろにされる事態を生じうる。そこで，同但書は，権利

行使者の指定を不要とする効果を有するにすぎず，議決権行

使は，民法２５２条に従い，持分の過半数に基づいてなされ

る必要があると解する。本件では，Ｃの議決権行使は，無効

であり，本件承認決議は取り消され，本件合併には法令違反

が存在する。よって，上記請求はいずれも認められる。 

２ 効力発生後について 

⑴ Ｄとしては，８２８条１項７号に基づき，吸収合併無効の

訴えを提起することが考えられる。Ｄが原告適格を有するこ

とは，差止請求と同様である。そして，承認決議の取消訴訟

を別途提起する必要はなく，無効の訴えの中で取消事由を主

張すれば足りるものと解する。両訴訟を併存させておく実益

に乏しく，決議の瑕疵を無効の訴えの中で審理すれば足りる

からである。 

⑵ 次に，同条は，無効事由につき明文で規定していないが，

法的安定性確保の要請に照らし，無効事由は，重大な法令・

定款違反に限られるものと解する。 

そして，吸収合併は，法人格の消滅という効果を生じる点

で，株主に重大な利害を生ずる。そこで，承認決議は，株主

の意思を確認する重要な手続きというべきであり，その取消

事由の存在は，重大な法令違反といえる。 

⑶ よって，合併無効の訴えは認められる。   以 上 
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論点リサーチ 統計結果 

 

  【商法】 論述した
ある程度 

論述した 

全く触れ

なかった 

設問１ 

被偽造者には自己の意思に基づく手形行為が存在しな

いため，原則として，手形上の責任を負わないことを指

摘している 

39.5% 32.5% 25.4% 

 
無権代理と偽造の区別基準を示し，本問の事例が偽造

に当たることを認定している。 
11.4% 21.1% 64.9% 

 

偽造の場合にも表見法理の類推適用もしくは外観法理

が適用されることを論じている 
28.1% 22.8% 46.5% 

 
表見法理の要件・あてはめを論じている 36.8% 22.8% 38.6% 

 

乙：善意，丙：悪意の場合でも丙は保護されるが，乙：悪

意，丙：善意の場合には丙は保護されないことを述べて

いる 

7.9% 13.2% 76.3% 

設問２ 

（効力発生前） 

Ｄの採るべき手段として，吸収合併差止請求（784 条の

２）を挙げていること 
56.1% 14.0% 27.2% 

 
Ｄの原告適格が問題となることを理解している 27.2% 21.9% 49.1% 

 

株式の共有の場合，権利行使者の指定をしなければ，

当該株式の権利を行使できないことを（106 条本文）指

摘している 

60.5% 18.4% 17.5% 

 

共有に係る株式が発行済株式総数の過半数を占める

等の事情があれば，例外的に原告適格が認められるこ

とを指摘している 

21.9% 9.6% 65.8% 

 

招集通知については，126 条４項を摘示し，Ｃのみに対

する通知で足りる点を指摘している 
11.4% 8.8% 75.4% 

 

Ｃの議決権行使が，共有物の持分の価格に従いその過

半数で決するとした民法 252 条に反しないか問題となる

ことを指摘している 

33.3% 16.7% 47.4% 

 
会社が 106 条ただし書の同意をしても，権利行使を違法

とした判例（最判平 27.2.9）を踏まえて論じていること 
36.8% 28.1% 31.6% 

 

瑕疵の程度を踏まえて，総会決議取消事由の有無，不

存在事由の有無を認定していること 
49.1% 30.7% 14.9% 

設問２ 

（効力発生後） 

採るべき手段として，吸収合併無効の訴え（828 条１項７

号）を指摘している 
74.6% 17.5% 6.1% 

 

吸収合併無効の訴えと株主総会決議取消しの訴えの関

係について，吸収説など自説を説得的に論じている 
35.1% 24.6% 37.7% 

 
合併無効事由の規範・あてはめを論じている 51.8% 28.9% 17.5% 

 

※「論点リサーチ」とは，論文式試験終了後にLECがWeb上にて受験生を対象に，各項目について

の論述の有無をリサーチしたものです。 

 

「ある程度論述した」とは，問題意識だけは示した場合，結論のみ記載した場合，本来はもう

少し論述したかったが時間やスペースの都合上やむなく短くまとめた場合，などをいいます。 
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（〔設問１〕と〔設問２〕の配点の割合は，３：２） 

 

次の文章を読んで，後記の〔設問１〕及び〔設問２〕に答えなさい。 

 

【事例】 

Ｘは，ＸからＹ₁，Ｙ₁からＹ₂へと経由された甲土地の各所有権移転登記について，

甲土地の所有権に基づき，Ｙ₁及びＹ₂（以下「Ｙ₁ら」という。）を被告として，各所有

権移転登記の抹消登記手続を求める訴えを提起した（以下，当該訴えに係る訴訟を「本

件訴訟」という。）。本件訴訟におけるＸ及びＹ₁らの主張は次のとおりであった。 

 

Ｘ の 主 張：甲土地は，Ｘの所有であるところ，Ｙ₁らは根拠なく所有権移転登記を

経た。 

Ｙ₁らが主張するとおり，ＸはＹ₁に対して１０００万円の貸金返還債務

を負っていたことがあったが，当該債務は，ＸがＹ₂から借り受けた１０

００万円の金員を支払うことによって完済している。 

仮に，Ｙ₁らが主張するように，甲土地について代物弁済によるＹ₁への

所有権の移転が認められるとしても，Ｘは，その際，Ｙ₁との間で，代金

１０００万円でＹ₁から甲土地を買い戻す旨の合意をしており，その合意

に基づき，上記の１０００万円の金員をＹ₁に支払うことによって，Ｙ₁か

ら甲土地を買い戻した。 

 

Ｙ₁らの主張：甲土地は，かつてＸの所有であったが，ＸがＹ₁に対して負担していた

１０００万円の貸金返還債務の代物弁済により，ＸからＹ₁に所有権が移

転した。これにより，Ｙ₁は所有権移転登記を経た。 

その後，Ｙ₂がＹ₁に対して甲土地の買受けを申し出たので，Ｙ₁は甲土地

を代金１０００万円でＹ₂に売り渡したが，その際，Ｙ₂は，Ｘとの間で，

Ｘが所定の期間内にＹ₂に代金１０００万円を支払うことにより甲土地を

Ｘに売り渡す旨の合意をした。しかし，Ｘは期間内に代金をＹ₂に対して

支払わなかったため，Ｙ₂は所有権移転登記を経た。 

 

〔設問１〕 

本件訴訟における証拠調べの結果，次のような事実が明らかになった。 

「Ｙ₁は，ＸがＹ₁に対して負担していた１０００万円の貸金返還債務の代物弁済

により甲土地の所有権をＸから取得した。その後，Ｘは，Ｙ₂から借り受けた１００

０万円の金員をＹ₁に対して支払うことによって甲土地をＹ₁から買い戻したが，そ

の際，所定の期間内に借り受けた１０００万円をＹ₂に対して返済することで甲土地

を取り戻し得るとの約定で甲土地をＹ₂のために譲渡担保に供した。しかし，Ｘは，

当該約定の期間内に１０００万円を返済しなかったことから，甲土地の受戻権を失

い，他方で，Ｙ₂が甲土地の所有権を確定的に取得した。」 

 

以下は，本件訴訟の口頭弁論終結前においてされた第一審裁判所の裁判官Ａと司

法修習生Ｂとの間の会話である。 
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修習生Ｂ：証拠調べの結果明らかになった事実からすれば，本件訴訟ではＸの各

請求をいずれも棄却する旨の判決をすることができると考えます。 

裁判官Ａ：しかし，それでは，①当事者の主張していない事実を基礎とする判決

をすることになり，弁論主義に違反することにはなりませんか。 

修習生Ｂ：はい。弁論主義違反と考える立場もあります。しかし，本件訴訟では，

判決の基礎となるべき事実は弁論に現れており，それについての法律構

成が当事者と裁判所との間で異なっているに過ぎないと見ることができ

ると思います。 

裁判官Ａ：なるほど。そうだとしても，それで訴訟関係が明瞭になっていると言

えるでしょうか。②あなたが考えるように，本件訴訟において，弁論主

義違反の問題は生じず，当事者と裁判所との間で法律構成に差異が生じ

ているに過ぎないと見たとして，直ちに本件訴訟の口頭弁論を終結して

判決をすることが適法であると言ってよいでしょうか。検討してみてく

ださい。 

修習生Ｂ：分かりました。 

 

(1) 下線部①に関し，証拠調べの結果明らかになった事実に基づきＸの各請求を

いずれも棄却する旨の判決をすることは弁論主義違反であるとの立場から，そ

の理由を事案に即して説明しなさい。 

(2) 下線部②に関し，裁判官Ａから与えられた課題について，事案に即して検討

しなさい。 

 

〔設問２〕（〔設問１〕の問題文中に記載した事実は考慮しない。） 

第一審裁判所は，本件訴訟について審理した結果，Ｘの主張を全面的に認めてＸ

の各請求をいずれも認容する旨の判決を言い渡し，当該判決は，控訴期間の満了に

より確定した。 

このとき，本件訴訟の口頭弁論終結後に，Ｙ₂が甲土地をＺに売り渡し，Ｚが所有

権移転登記を経た場合，本件訴訟の確定判決の既判力はＺに対して及ぶか，検討し

なさい。 

 
解答のポイント 

１ 出題形式について 

今年の問題の特徴として，裁判官と修習生の会話が示されていることが挙げられる。司法試験に

おいては定番の出題形式だが，予備試験において会話が示されたのは平成24年以来２度目である。

会話も問題文の一部であり，その重要性の高さを意識して解答することが望ましいだろう。 

２ 設問１について 

⑴ 小問⑴について 

設問のような判決が「弁論主義違反であるとの立場から，その理由を事案に即して説明」する

ことが求められている。本件において問題となるのが弁論主義の第１テーゼであること，弁論主

義の適用される事実が主要事実であることを前提に，弁論主義違反であるとの結論を「事案に即

して」説得的に説明する必要がある。 

これを検討するに際しては，証拠調べの結果明らかになった事実が何であるか，これらの事実

が主張立証責任の分配上どこに位置づけられるかを分析する必要がある。そのうえで，それらの

事実について，当事者からの主張があるかどうかを検討することになる。ここで，弁論主義は，

当事者と裁判所の権限分配の問題であり，いずれの当事者から主張されているかを問わないこと
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（主張共通の原則）に簡単に触れてもよいであろう。 

弁論主義違反であるとの理由を「事案に即して」説明するに際しては，裁判官と修習生の会話

から，事実の主張がないと考える立場と法律構成が異なるにすぎないと考える立場があることが

示されているので，法律構成が異なるにすぎないと考える立場に対する反論を意識しながら論述

するのが良いと思われる。 

参考になる判例としては，最判昭55.2.7／百選[第５版]〔46〕及び最判昭33.7.8／百選[第５

版]〔47〕があげられる。もっとも，弁論主義違反はないとした後者の判例に対しては，特に批

判が強いところである。 

⑵ 小問⑵について 

下線部②に関する課題について検討することが求められている。弁論主義違反の問題は生じな

いにもかかわらず直ちに口頭弁論を終結して判決をすることの適法性が問題となることから，釈

明義務（149条１項）の問題であると考えられる。特に，「当事者と裁判所との間で法律構成に差

異が生じている」ことがポイントであると考えられるため，いわゆる法的観点指摘義務として論

じられていることが参考になる。 

いずれにせよ，いかなる場合に釈明義務が生じるのかという規範を定立する必要がある。 

そのうえで，事例への当てはめにおいては，「事案に即して検討」する必要がある。ここでは，

ＸＹ２間の合意の法律構成が当事者と裁判所との間で異なること，これらの法律構成の違いに

よって当該合意の主張立証責任の所在が異なること，に意識して論じるとより説得的な論述にな

るだろう。 

３ 設問２について 

冒頭で，既判力は当事者にのみ及ぶ（115条１項１号）ところ，Ｚが当事者ではないため，同条

項によってはＺに既判力が及ばないことを指摘しておくとよいだろう。 

口頭弁論終結後にＹ２からＺへ所有権移転登記がなされていることに着目すれば，Ｚが「口頭弁

論終結後の承継人」（115条１項３号）に当たらないかが問題の所在であると判明する。 

「口頭弁論終結後の承継人」の意義については，115条１項３号の趣旨を踏まえたうえで，適格

承継説と「紛争の主体たる地位の移転」の有無により判断する判例のいずれかを採用し，解釈論を

展開することになる。 

訴訟物が異なる場合，当事者適格も異なるはずだが，訴訟物が異なる場合でも承継を認めるべき

場合があることから，答案例では，「紛争の主体たる地位の移転」の有無により判断する判例の見

解で論述している。 

当てはめでは，Ｚは，Ｙ２から所有権移転登記抹消登記手続義務自体を承継したわけではないと

いう承継を否定する反対の事情を，物権的妨害排除請求権の理解も踏まえて論じる必要がある。 

そのうえで，前訴，後訴いずれにおいても所有権が請求原因となること等，紛争の主体たる地位

の移転を肯定する方向に傾く事情を摘示・評価して論じればよいであろう。 

結論として，Ｚは「口頭弁論終結後の承継人」に当たり，Ｚに既判力が及ぶ。 
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解答例  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 設問１ 

１ 小問⑴ 

⑴ 弁論主義とは，判決の基礎となる資料の提出を当事者の権能

かつ責任とする原則をいう。弁論主義から，裁判所は，当事者

の主張しない事実を判決の基礎とすることができないとの原

則（第１テーゼ）が導かれる。ここにいう事実とは，主要事実

を指す。なぜなら，間接事実と補助事実は証拠と同様の機能を

有するため，これらに弁論主義を適用すると自由心証主義（民

事訴訟法（以下省略）２４７条）を害するからである。 

⑵ 裁判所が設問のような判決をするには，ＸからＹ２への譲渡

担保権の設定による所有権喪失の抗弁事実として，①ＸがＹ２

に対し１０００万円を貸し付けたこと（返還合意と金銭交付），

②①の債権の担保のために甲土地に譲渡担保権を設定する旨

の合意，③弁済期の経過を判決の基礎とする必要がある。 

Ｙ１らは，ＸＹ２間で，所定の期間内にＸが１０００万円

をＹ２に支払うことにより，Ｙ２がＸに甲土地を売り渡す旨

の合意をしたと主張している。しかし，ここに，１０００万

円の返還合意及び当該金銭交付の事実（上記①）は含まれな

い。また，甲土地を売り渡すことと譲渡担保を設定すること

は，その内容が異なるから合意として同一でなく，上記②の

事実も含まれない。ゆえに，これらは当事者から主張がない。

⑶ したがって，上記①及び②の事実を判決の基礎として上記の

判決をすることは，弁論主義の第１テーゼに違反する。 

２ 小問⑵ 

当事者と裁判所との間で法律構成に差異が生じているに過ぎ

ないとしても，直ちに口頭弁論を終結して判決をすることは，釈

明義務（１４９条１項）違反として違法とされないか検討する。

⑴ １４９条１項の趣旨は，適正かつ公平な裁判を実施する点に

あるから，裁判所は，釈明権を適切に行使すべき義務（釈明義

務）を負うと解される。そして，裁判所は，釈明義務の１つと

して，裁判所が採用しようとしている法律構成と当事者が主張

する法律構成が異なる場合においては，不意打ちを防止するた

め，当該法律構成を当事者に示すべき義務（法的観点指摘義務）

を負うというべきである。なぜなら，釈明権は弁論主義を補完

する機能を有し，弁論主義は不意打ち防止機能を有するから，

釈明権を不意打ち防止のためにも行使すべきであり，また，釈

明権の対象は「法律上の事項」にも及ぶからである。 

⑵ 本件で，Ｙ１らの主張は上記のとおりであるのに対し，裁判

所は，譲渡担保権を設定する旨の合意であると考えていたか

ら，両者の法律構成は異なる。これらは，合意の位置づけが異

なるため，合意の瑕疵がＸに有利に働くかという点からは，正

反対の法律構成である。すなわち，Ｙ１らの法律構成によれば，

上記合意は請求原因に位置づけられ，Ｘが甲土地の所有権を取

得するには合意に瑕疵がないことが前提となるから，仮に瑕疵
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があったとしてもＸはこれを主張しないと考えられる。これに

対し，裁判所の法律構成によれば，上記合意は抗弁に位置づけ

られ，これに瑕疵があれば譲渡担保権は生じず，Ｘに甲土地の

所有権が帰属するため，上記の合意の瑕疵はＸに有利に働く。

しかしながら，この瑕疵は，裁判所の法律構成を知らない

と主張できない。そうだとすれば，本件では，裁判所が採用

しようとしている法律構成と当事者が主張する法律構成が，

Ｘに対する不意打ちとなる程度に異なる。 

⑶ したがって，裁判所は，不意打ち防止のために，法的観点指

摘義務を負うから，これを尽くすことなく直ちに口頭弁論を終

結して判決をすることは，上記義務に違反し，違法である。 

第２ 設問２ 

１ 既判力は「当事者」に及ぶのが原則であるところ（１１５条１

項１号），Ｚは当事者ではないため既判力が及ばないのが原則で

ある。もっとも，本件訴訟の口頭弁論終結後に，Ｙ２が甲土地を

Ｚに売り渡していることから，Ｚが「口頭弁論終結後の承継人」

（１１５条１項３号）に当たらないか検討する。 

２ １１５条１項３号の趣旨は，①敗訴当事者が係争物を第三者に

譲渡することによってその判決を実質的に無意味にすることを

防止するという点にある。また，②訴訟物が異なる場合でも承継

を認めるべき事案がある。これらに鑑みると，「紛争の主体たる

地位」，すなわち，第三者と相手方当事者との権利義務関係が，

前訴の訴訟物たる権利義務関係から発展ないし派生したと認め

られる場合に「口頭弁論終結後の承継人」に当たると解する。 

３ 本件で，Ｚは，Ｙ２から所有権移転登記抹消登記手続義務自体

を承継したわけではない。このことは，所有権に基づく妨害排除

請求権としての所有権移転登記抹消登記手続請求権は物権的妨

害排除請求権であるところ，妨害が生じるたびに当該妨害者に対

して新たに発生する権利であることからも明らかである。すなわ

ち，Ｘに，Ｚに対する所有権に基づく妨害排除請求権としての抹

消登記請求権が発生するのは，Ｚが所有権移転登記を経由した時

点であるが，これを義務者の側から見ると，ＺはＹ２の義務を承

継したのではなく，所有権移転登記を経由したことによって原始

的に義務を負担したからである。 

しかし，ＸＹ２間の紛争もＸＺ間の紛争も，甲土地の所有権が

Ｘにあることが請求原因事実となるため，ＸＹ２間でＸの請求が

認められた場合，Ｚが口頭弁論終結後の新事由や固有の抗弁を主

張しない限り，ＸのＺに対する請求は認容されるのが通常であ

る。したがって，ＸＹ２間の紛争は，Ｙ２からＺへの所有権移転

登記により，ＸＺ間の紛争へと派生したと見ることができる。 

４ よって，Ｚは「口頭弁論終結後の承継人」に当たり，本件訴訟

の確定判決の既判力はＺに及ぶ。 

以 上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ＬＥＣ・平成２８年予備試験論文問題解析講座・民事訴訟法 

ＬＥＣ東京リーガルマインド                           無断複製・頒布を禁じます 18

 
論点リサーチ 統計結果 

 

  【民事訴訟法】 論述した
ある程度 

論述した 

全く触れ

なかった 

設問１(1) 
弁論主義の第１テーゼ違反が問題となることを示してい

る 
76.3% 13.2% 7.9% 

 

弁論主義が適用される事実が主要事実であることを示

している 
63.2% 17.5% 17.5% 

 
譲渡担保権の要件事実を理解している 14.9% 33.3% 49.1% 

 

被担保債権の存在と譲渡担保権設定の合意について，

当事者から主張がないことを認定している 
41.2% 30.7% 25.4% 

 

当事者の主張していない死因贈与の認定の可否に関す

る判例（最判昭 55.2.7）を意識して論じている 
12.3% 22.8% 62.3% 

 

本人による契約の主張に対し代理人による契約を認定

した（最判昭 33.7.8）を意識して論じている 
10.5% 13.2% 71.9% 

設問１(2) 釈明義務違反の有無が問題となることを指摘している 57.9% 21.9% 18.4% 

 
釈明権の趣旨に言及している 40.4% 28.9% 27.2% 

 

譲渡担保という法的観点を指摘する義務が問題となる

ことを意識して論じている 
47.4% 27.2% 22.8% 

 
法的観点指摘義務違反の規範を示している 35.1% 23.7% 39.5% 

 

規範にしたがい，事案に即したあてはめを当事者の主

張と裁判所の認定事実との相違を踏まえて具体的に論

述している 

36.0% 36.0% 26.3% 

 

当事者の法律構成と裁判所の法律構成の主張立証責

任の所在の違いを意識して論述している 
21.1% 29.8% 45.6% 

設問２ 
既判力は当事者に及ぶ（115 条１項１号）のが原則であ

ることを指摘している 
70.2% 11.4% 15.8% 

 

Ｚが「口頭弁論終結後の承継人」（115 条１項３号）に当

たるかが問題となることを指摘している 
80.7% 12.3% 4.4% 

 
115 条１項３号の趣旨に言及している 64.0% 17.5% 14.9% 

 

口頭弁論終結後の承継人の意義につき，適格承継説

の内容，論拠（又は批判）に言及している 
33.3% 15.8% 49.1% 

 

口頭弁論終結後の承継人の意義につき，「紛争の主体

たる地位の移転」説の内容，論拠（又は批判）に言及し

ている 

49.1% 16.7% 32.5% 

 

ＺはＹ２から所有権移転登記抹消登記手続義務を承継

したわけではないことを指摘している 
15.8% 14.9% 66.7% 

 

物権的請求権の理解を前提にＺの所有権移転登記抹

消登記手続義務は，Ｚが登記を経由した時点で発生す

ること 

14.0% 7.9% 75.4% 
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所有権の存否が前訴又は後訴における請求原因事実

であり，判決理由中の判断で言及される事項であること
10.5% 12.3% 74.6% 

 

Ｙ２からＺへの所有権移転登記の経由により，当事者適

格又は紛争の主体たる地位が移転したこと 
37.7% 29.8% 28.9% 

 
 

※「論点リサーチ」とは，論文式試験終了後にLECがWeb上にて受験生を対象に，各項目について

の論述の有無をリサーチしたものです。 

 

「ある程度論述した」とは，問題意識だけは示した場合，結論のみ記載した場合，本来はもう

少し論述したかったが時間やスペースの都合上やむなく短くまとめた場合，などをいいます。 
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